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.27 鉱物性燃料 1,746.0 12.6 3,633.8 14.1 108.1
.84 一般機械 2,182.0 15.8 3,317.7 12.8 52.1
.87 自動車 1,325.0 9.6 1,813.9 7.0 36.9
.72 鉄鋼 603.7 4.4 1,549.2 6.0 156.6
.85 電気機械 599.8 4.3 1,505.4 5.8 151.0
.39 プラスチック 443.9 3.2 1,216.5 4.7 174.1
.73 鉄鋼製品 453.0 3.3 1,206.5 4.7 166.3
.48 紙・紙材 618.2 4.5 761.3 2.9 23.1
.38 各種化学製品 360.8 2.6 661.4 2.6 83.3
.22 飲料 240.3 1.7 657.8 2.5 173.8
.10 穀物 117.7 0.9 596.8 2.3 406.8
.31 無機肥料 354.7 2.6 573.9 2.2 61.8
.40 ゴム製品 235.2 1.7 535.5 2.1 127.7
.17 砂糖 184.6 1.3 466.7 1.8 152.8
.28 無機化学品・稀土類 211.0 1.5 417.9 1.6 98.1
.34 石鹸・ワックス・デンタル製品 248.4 1.8 410.7 1.6 65.3
.90 医療用光学機器 145.0 1.0 379.5 1.5 161.6
.94 家具 146.3 1.1 316.2 1.2 116.1
.33 香水・化粧品 113.2 0.8 305.3 1.2 169.7
.76 アルミニウム 82.9 0.6 291.0 1.1 250.9
.29 有機肥料 94.5 0.7 264.5 1.0 179.8
.21 各種食品 100.0 0.7 252.7 1.0 152.6
.08 食用果実・ナッツ 59.8 0.4 247.9 1.0 314.5
.04 乳・卵製品 147.9 1.1 191.8 0.7 29.7
.15 食用油脂類 185.8 1.3 178.6 0.7 △ 3.8
.11 食用粉・スターチ・麦芽 277.2 2.0 107.0 0.4 △ 61.4
総額 13,831.9 100.0 25,859.6 100.0 87.0
１％超の品目数 20 23 
総額増加率超 
17 


























                                                        
2 UNCTAD [2000－2005]によると南アの FDI outflowは、2000年は 2億 7,100万ドル、2001
年はマイナス 31億 8,000万ドル、2002年はマイナス３億 9,900万ドル、2003年は５億 7,700
万ドルである。同時期、南ア最大の鉱山系財閥 Anglo American Corporation（AAC）が法人籍
をイギリスに移転し、傘下企業や親族企業との株式持合いを解消するなどして大規模な組織
再編を行った。また、南ア準備銀行（South African Reserve Bank: SARB）の各年四季報によ
ると、2000年以降、南ア企業の中では過去に設立した国外子会社を分社化する傾向がみられ、
出資引き上げや追加投資の停止が続いた。 

















出所：出超額についてはIMF：Direction of Trade Statistics Yearbook 2001,2005より算出。投資残高についてはSARB四季







































93 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 累計 
構成比
（％） 
金融 2 1  1  1  2    1    8 3.4
化学 1 1 6  1    5 1 1      16 6.9
保険 5 3 3 3 2 4 1  2 1 2  1 27 11.6
電気電子                         2 2 0.9
鉱業/金属 1 1        2  34  2 1 5 15 6.5
農水産・食品・飲料 2 3 7 1 1 4 1 2 1 1  5  28 12.1
建設   6 3 1    1 1 1 1      14 6.0
IT・通信 1          3  3 1      8 3.4
流通小売 1 1 2 6 1 2 4 2 3 3 3 3  31 13.4
ビジネス支援 6 1      1  1    1 8    18 7.8
セメント・窯業     1              1    2 0.9
石油・ガス                   1 1  2 4 1.7
家具・建材   1 1                  2 4 1.7
ホテル・観光 1  3            1      5 2.2
自動車関連  28 6                      34 14.7
海運・港湾サービス 9        1              10 4.3
各種工業・サービス 1 5                    6 2.6
合計 57 25 31 12 5 13 13 12 14 11 18 9 12 232 100.0



























                                                        
4 Executive Research Associates（ERA）社。SADCを中心に、サブサハラ・アフリカにおけ
る南ア企業のビジネス戦略に詳しい。 
5 Shoprite Holdings（南ア以外のアフリカ 15ヵ国で 10ブランド、170の小売店舗を持つ）と
Metoz Holdings（同８ヵ国で 10ブランド、285の卸・小売店舗を持つ）の２グループから回
答を得た。売上高はそれぞれ、南ア内３位（303億ランド、2005年度）、１位（515億ランド、
04 年度）。前者は総売上高の 10％を南ア国外の店舗で得ている。ちなみに２位は Pick’n Pay 
Holdings（売上高 319 億ランド、05 年度）で、SADC４ヵ国に３ブランド、91 店舗を展開し


















                                                        

























                                                        
7 Shoprite Madagascarの General Manager談（2005年７月 21日）。 







































                                                        























                                                        
12 主要都市間を結ぶ国際道路を指す。SADC ウェブサイトによればヒトの移動の８割、域内
貿易の２割を支えている（http://www.sadc.int/index.php?action=a1001&page_id=is_transport_ 






ともに、アフリカ民族会議（African National Congress: ANC）の国外拠点やナミビア独立を目
指す南西アフリカ人民機構（South West Africa People’s Organization: SWAPO）の拠点を攻撃
した。同時に、国境封鎖、インフラ運営にかかる技術者や機材引き揚げ、破壊などを通じ、
周辺諸国の経済に打撃を与えた（林[1999]）。 
15 ERA を通じて調査した SADC 主要国の法人税率は、南アが 29％、タンザニアとモーリシ




























                                                                                                                                             
スが 25％、アンゴラとマダガスカル、ナミビア、ザンビアが 35％。公租公課にはこの他、関
税や消費税など各種非法人税が含まれる。 
16 アンケート結果、並びに Shoprite Madagascarの General Managerからのヒアリング（2005
年７月 21日）。 
17 同上。 
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22 マダガスカルの投資申請窓口機関 GUIDE（貿易・産業省管轄）がこれに相当する。 
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